
内部質保証の状況について
ー令和元年度の評価を通じてー



3巡目機関別認証評価においては内部質
保証が重点項目

• 内部質保証とは、「大学が継続的に、自ら教育研究活動等の点
検及び評価を行い、その結果を改善につなげることにより、質
を維持し向上を図る仕組み」(説明会資料再掲)

• 仕組みとは、「体制」と「手順」
• 質保証されるべき対象は、認証評価を行う対象：教育研究上の
基本組織、教員組織、教育課程、施設及び設備、事務組織、
「3つのポリシー」、教育情報の公表、内部質保証(!)、財務、
その他(入学者選抜(教育課程の一部だが)、学生支援、管理運営
等) (説明会資料再掲)



令和元年度の結果

• 大学機関別認証評価委員会の下に内部質保証専門部会を設けて、
専門的に検討した。令和2年度以降も同様の方針

結果： (基準２ʷ３に則して)
• 「優れて機能している」と評価した大学

o和歌山大学
o徳島大学

• 改善を要する点を指摘して、基準を満たしていないとした大学
oなし



和歌山大学

• 内部質保証が優れて機能している点として、次のことが挙げられる。

○ 観光学部について、国連世界観光機関(UNWTO)の関連組織であるUNWTOAcademy が実施する観光
学分野で優れた教育・研究水準を有する機関を認証する制度であるUNWTO.TedQual による認証を平成
29 年3月に取得している。同認証は、「教育・研究は地域や産業 界、行政のニーズに対応しているか」、
「教育の内容と教授法は適切か」など 100 項目以上の基 準に照らし、評価委員会が判断するものである。
また、教育学研究科教職開発専攻について、 教員養成評価機構の実施する教職大学院認証評価を平成
30 年度に受け、教員養成評価機構の 教職大学院評価基準に適合していると認定されている(認定の期間
は令和6年3月 31 日まで)。 これらの認証及び認定によって、大学の内部質保証に対する社会的信頼を向
上させているとと もに、認証時及び認定時に付されたコメント及び意見に対して組織的に改善を図って
いる。

○ 平成31年3月制定の「教育の内部質保証に関する方針・手順に基づくモニタリング及びレビ ューのガ
イドライン」で教育の内部質保証で行う点検事項を定めており、部局又は全学におい て、学生、既卒者
及び企業等など関係者へのアンケートを定期的に行うこととしている。また、 同ガイドラインでは点検
に基づき必要な改善提案も定めており、「教育の内部質保証に関する 方針・手順」において、改善提案
に基づき学⾧が改善提言を行い、教育改善推進専門部会、教 務委員会を通じて各部局で改善計画を検
討・実施することとしている。同ガイドラインの策定 に先立ち試行的に実施した平成 30 年度モニタリ
ング・レビューにおいても、各学部から項目ご との所見や改善提案が出され、部局からの報告を専門部
会で検証した結果を受け、学⾧から改 善指示を行っている。



徳島大学
内部質保証が優れて機能している点として、次のことが挙げられる。
○ 実施要領を定め、教育の成果・効果を検証するためのアンケート
調査、学生生活実態調査、 学生の学修に関する実態調査を実施し、
分析結果を報告書にまとめることを通じて、学生から の意見を体系
的、継続的に収集、分析する取組を組織的に行い、正課外における
学生の英語学 習支援を強化するなど、それらの意見を反映した取組
につなげている。
○ 「内部質保証に関する方針」において、教育分野の特性に応じた
外部評価等を積極的に受審 し、その結果を内部質保証に活用する体
制を定め、日本医学教育評価機構、薬学教育評価機構 及び技術者教
育認定機構の実施する分野別第三者評価の結果を医学部医学科、薬
学部及び理工 学部理工学科(応用化学システムコース、社会基盤デ
ザインコース、電気電子システムコース) の機関別内部質保証に活
用し、社会的信頼が一層向上している。



今後の課題の認識

• 体制の整備が、訪問調査の作成の時期まで及んでいる事例が散見された
⇒実質的な整備があったことを確認のうえ、明文化の時期を明記
o これらについては自己評価書提出時点には明文化されていなかったが、令和元年11

月までに「内部質保証に関する要項」を定め明文化している。 などとした

• 「機能している」ことの確認ができない ⇒ これまでの改善事例の報告を
求め(別紙様式２ʷ３ʷ１）、その分析を通じて評価
o これまでの様々な評価結果に加えて、大学評価基準に則して自己点検・評価を行っ

て課題点を抽出しており、自己点検・評価とそれに基つぐ改善及び向上の取組は別

紙様式2-3-1のとおり実 施され、対応済みの状況にある。 などとした

• そもそもこのような対応でよいのかについては、専門部会において本年

度も検討を続ける予定


